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 沖縄県の地理的特性
 沖縄経済の長期トレンド（景況、雇用）
 沖縄経済の長期トレンド（観光）

Ⅰ 沖縄県の概観



沖縄振興開発金融公庫沖縄の地理的特性

沖縄は、地理的特性として、東アジアの中心に位置し、アジアとの
架け橋としての役割を果たしていく可能性や、自然環境的特性とし
て優れた自然環境に恵まれ、観光資源としてはもとより、経済発展
の観点からも日本の経済成長の牽引役として、大きなポテンシャル
を秘めた地域です。

観光・リゾート産業の発展や国際航空物流拠点施設の整備など、一
定の成果もありますが、さらにあらゆる分野において、その特性を
生かしていくことが課題です。将来の沖縄の姿を視野に入れ、内外
の英知を結集することにより、限りない可能性を現実のものとする
ための取組が求められています。

出典：沖縄県「おきなわのすがた」、「沖縄県勢要覧」

沖縄県 全国 調査日
順位

面積 2,282㎢ 44位 377,974㎢ 2022年10月
米軍専用施設面積 184.5㎢ 1位 262.3㎢ 2024年1月
人口 146.8万人 25位 1億2,495万人 2022年10月
人口密度 643.3人/㎢ 9位 336.5/㎢ 2021年10月

産業構成比
1次産業 1.17% 27位 0.93% 2020年度

2次産業 14.52% 46位 26.60% 2020年度

3次産業 85.01% 2位 72.16% 2020年度

1人当たり県民所得 216.7万円 47位 297.5万円 2020年度

完全失業率 3.2% 1位 2.6% 2022年（年平均）

生活保護率 26.89‰ 3位 16.3‰ 2023年3月
大学等進学率 44.6% 47位 60.8% 2022年5月

人口23億人の
巨大マーケットの中心

台北

マニラ

香港
広州

ハノイ

バンコク

ホーチミン

クアラルン
プール

シンガポール

ジャカルタ

成田
羽田

名古屋関西

ソウル

北京

青島

上海

沖縄

日本 1.3億人

大連

沖縄から
4時間圏内

ASEAN 7億人

中国 14億人

魅力ある沖縄の地域特性

 沖縄県は、人口約23億人の巨大マーケットである東アジアの中心に位置する地理的特性・優位性があります。
 古くから沖縄はアジア諸国を相手に交易・中継貿易を行い、発展してきました。
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沖縄振興開発金融公庫

第1次沖縄振興計画 第2次沖縄振興計画 第3次沖縄振興計画 第4次沖縄振興計画 第5次沖縄振興計画

沖縄経済の長期トレンド（景況、雇用）
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出典：日本銀行「業況判断DI」総務省統計局「労働力調査」沖縄県「労働力調査」沖縄労働局「労働市場の動き」

沖縄と全国の業況判断D.I.（日銀短観）

完全失業率

有効求人倍率

 2020年からは新型コロナウイルス感染症の影響により、観光産業を始め幅広い業種で景況感が悪化しておりましたが、足許の
観光需要の高まり等を背景に業況改善の動きが強まっています。

 コロナ禍で悪化していた雇用情勢も、業況改善の動きに連動して回復基調となっています。
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沖縄振興開発金融公庫
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出典：沖縄県
注 ：2023年度の観光収入は試算値

（万人）
1972年度
入域観光客数 56万人
観光収入 324億円

2019年度
入域観光客数 947万人
観光収入 7,047億円

入域観光客数と観光収入の推移（沖縄県）

 2023年度の入域観光客数は、全国旅行支援等の需要喚起策や国際航空路線・クルーズ船の再開に応じて、段階的に回復し、
2022年度比25.9％増の853万人となりました。
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Ⅱ 沖縄公庫の概要



沖縄振興開発金融公庫

創業／設立

1972（昭和47）年5月沖縄の本土復帰に伴い沖縄に
おける政策金融を一元的・総合的に行うため「沖縄振
興開発金融公庫法」に基づいて設立
− 琉球開発金融公社（米国民政府により設立）、

大衆金融公庫（琉球政府により設立）及び琉球
政府の5特別会計の業務、資産、職員等を承継

設立年月日 1972年5月15日 （沖縄の本土復帰と同日）

資本金

1,561億円 （2024年3月末現在）
− 一般会計出資金 1,219億円、産業投資出資金

127億円、承継出資金 216億円
− 全額政府出資

事業所

本店 那覇市
東京本部 東京都港区
支店 中部支店（沖縄市）

北部支店（名護市）
宮古支店（宮古島市）
八重山支店（石垣市）

職員数 222人（2024年度予算定員）

出融資残高 1兆271億円（2024年3月末現在）

沖縄公庫の概要

沖縄本島
伊平屋島

伊是名島

伊江島

水納島

粟国島

久米島

渡名喜島

阿嘉島 座間味島

津堅島

久高島

北大東島

南大東島
渡嘉敷島

宮古島

伊良部島

多良間島石垣島

竹富島
黒島

波照間島

西表島

与那国島

小浜島

宮古支店

八重山支店

中部支店

本店

八重山支店
宮古支店

本店
中部支店
北部支店

北部支店

組織概要 業務区域図

 沖縄公庫は、沖縄の振興開発を金融面から支援するため、1972（昭和47）年5月に設立された沖縄県のみを対象とする唯一の
総合政策金融機関です。
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沖縄振興開発金融公庫沖縄公庫の特色と役割

【1972年度～2023年度累計】
内閣府沖縄担当部局予算額：14兆1,470億円
沖縄公庫出融資実績 ： 7兆3,026億円

（億円）

（年度）

沖縄振興開発事業
高率補助等による公共投資

沖縄公庫の政策金融
地域限定の総合政策金融で民間事業を支援

沖縄振興に
おける

車の両輪

沖縄振興（開発）計画
＜沖縄振興（開発）特別措置法＞
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内閣府沖縄担当部局予算額 沖縄公庫出融資額

沖縄の振興における「車の両輪」 沖縄振興（開発）計画における沖縄公庫の役割発揮

 沖縄公庫は、沖縄の振興開発を支える総合政策金融機関です。設立以来7.3兆円の出融資実績があり、「沖縄の強くしなやかな
地域経済の構築」を金融面から支えています。

内閣府沖縄担当部局予算額と沖縄公庫出融資実績の推移

民間投資等を支援する沖縄公庫の政策金融は、国による財政面の支
援措置と並び、沖縄の振興開発における「車の両輪」として位置づ
けられます。

沖縄振興策の体系
1972年度～
【基盤整備】

電気・ガス、船舶、航空機、都市モノレール
等、民間投資によるインフラ整備を支援

2002年度～
【民間主導の自立型経済の
構築】

沖縄特区、ベンチャー、離島振興、泡盛・
特産品等、多様なニーズへの支援を強化

2012年度～
【優位性を生かした民間
主導の自立型経済の構築】

沖縄特区、リーディング産業、跡地向け制度
の拡充、子どもの貧困対策関連の強化

2022年度～
【強くしなやかな
自立型経済の構築】

沖縄特区、各種産業の生産性向上、事業承継
支援、子どもの貧困対策関連の強化

「本土との格差是正」から「民間主導の自立型経済の構築・発展」
へ政策転換

注：1972～2023年度までの内閣府沖縄担当部局予算額は補正後のデータです。 8



沖縄振興開発金融公庫沖縄振興策における沖縄公庫の位置付け

注：2011年4月28日、株式会社国際協力銀行法成立
2012年4月6日、日本公庫から分離し、株式会社国際協力銀行が発足

沖縄振興特別措置法 （平成14年法律第14号）
（令和4年3月31日改正、4月1日施行）

沖縄振興基本方針 （令和4年5月10日内閣総理大臣決定）

沖縄振興策と沖縄公庫の関係

 沖縄振興特別措置法において、国は沖縄振興策の目標実現に必要な資金の確保に努めることとされており、沖縄公庫の出融資は
その具体的措置の一つとして位置づけられています。

政策金融改革の動向
政策金融改革により、沖縄公庫は日本政策金融公庫へ統合されるこ

とが決定しています。
ただし、2022年4月の沖縄振興特別措置法等の一部を改正する法律

の施行により、新たな沖縄振興基本方針の期間においては存続を維
持し、日本政策金融公庫に統合される時期が2032年度以降に延期さ
れています。

沖縄振興計画（新・沖縄21世紀ビジョン基本計画）

計画期間2022年～2031年（10年）
第5章 克服すべき沖縄の固有課題

２ 固有課題克服のための行財政システムの強化・拡充及び政策金融の
活用

（3）地域に根ざした政策金融の活用（抜粋）
沖縄公庫においては、駐留軍用地跡地の利用や離島の定住条件の
整備など全国一律の枠組みでは対応が困難な固有課題への取組に
加え、産業基盤整備、リーディング産業支援、中小企業等の振
興、新たな産業の創出、子どもの貧困対策、新型コロナウイルス
感染症関連融資等のセーフティネット機能の発揮など沖縄振興策
と一体となった円滑な資金供給が求められます。また、沖縄経済
の成長を支える出資など資本性資金の供給拡大（中略）、新たな
金融支援の取組や民間ファンド等との更なる連携が期待されてい
ます。
このため、本県の地域事情に精通し、政策金融を一元的・総合的
に行う沖縄公庫については、現行の組織及び機能の維持存続を
図った上で、各種金融支援制度の整備やその活用促進など沖縄県
や民間金融等と協調・連携した一層の役割発揮が求められます。

（令和4年5月沖縄県知事決定）
2032年度以降
に統合沖縄公庫

株式会社日本政策金融公庫
（2008年10月発足）

株式会社国際協力銀行
（2012年4月発足）

国民生活金融公庫

農林漁業金融公庫

中小企業金融公庫

国際協力銀行
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沖縄振興開発金融公庫沖縄の地域特性と沖縄公庫の補完機能

 特異な金融構造
− 店舗を構えるメガバンクは1店舗のみ

（県外からの資金調達が限定的）
− 信組なし
− 地銀、第二地銀が県内金融を牽引

 民間資金量は全国に比べ低い水準
（名目GDP比率）に留まる

 高い貸出金利
− 沖縄 － 全国 = 0.46％（2022年）

民間主導の自立型経済の構築・発展に貢献

沖縄振興開発金融公庫

経済・社会の状況 歴史・地理的要因 金融の状況

 沖縄公庫は、沖縄地域限定の総合政策金融機関として、良質な資金を安定的かつ機動的に供給することで、質・量の両面から沖縄の
民間金融を補完し、民間主導の自立型経済の構築・発展に貢献しています。

 戦争被害、27年間の米国施政権下で
高度成長の恩恵に浴せず

 在日米軍専用の施設面積の約7割が
沖縄に集中
− 沖縄本島の約15%の面積を占める

 厳しい自然環境
− 台風常襲地帯等

 離島、遠隔地であることの特性
− 輸送・時間等高コスト、マーケット限

定・狭小・アジアとの近接性など

 低い県民所得、貯蓄率
− 1人当り所得は全国比約7割

（2020年）
− 世帯貯蓄高は全国比約4割（2022年）

 高い完全失業率
− 沖縄3.3% ⇔ 全国2.6%（2023年）

 脆弱な企業経営基盤
− 中小・小規模事業者が99.9%

（2021年）

 高い第三次産業のウエイト
− 就業者の81.5%が第三次産業

（2023年）

脆弱な事業基盤 経済合理性から見て不利 資金量が不足

質的補完・リスク補完
長期・固定・低利融資

セーフティネット機能、審査機能の発揮

量的補完
安定的な資金供給
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沖縄振興開発金融公庫沖縄公庫独自の出融資制度

沖縄公庫本土

日
本
政
策
金
融
公
庫

中小企業事業

国民生活事業

農林水産事業

独立行政法人
住宅金融支援機構

独立行政法人
福祉医療機構

産業開発資金

中小企業資金

恩給担保資金
教育資金
生業資金

生活衛生資金

農林漁業資金

住宅資金

医療資金

出資

産業開発資金 中小企業資金 生業資金 生活衛生
資金 農林漁業資金 医療資金 住宅

資金

企業等への出資（産業基盤整備、リーディング産業支援） ベンチャー企業への出資（新事業創出促進出資）

沖縄人材活躍推進貸付利率特例

赤土等流出防止低利（ちゅら海低利）

沖縄特利（基準金利-0.3%）

カーボンニュートラル推進投資利率特例

沖縄ひとり親支援貸付利率特例

駐留軍用地跡地の利用促進
駐留軍用地跡地開発促進

地域指定制度関連・リーディング産業の振興
国際物流拠点産業集積地域等特定地域振興
沖縄情報通信産業支援 沖縄観光リゾート産業振興

産業集積の推進
沖縄特区等無担保貸付利率特例

社会資本・
産業基盤整備

電気
ガス
海運
航空
沖縄自立型経済発展
基本資金

人材育成
沖縄人材育成資金
教育資金所得特例
教育離島利率特例
教育ひとり親利率

特例

位置境界明確化資金

農業復興

沖縄農林漁業経営
改善

製糖企業等
水産加工施設
おきなわブランド

振興
沖縄農林蓄水産物

等起業化支援
沖縄農林漁業台風

災害支援

生活基盤整備
離島・過疎地域

病院等

財務基盤強化
産業開発資金資本性

劣後ローン特例制度

中小企業の振興、雇用の促進

沖縄離島・北部地域振興
沖縄生産性向上促進

沖縄雇用・経営
基盤強化資金

沖縄特産品振興 沖縄創業者等支援

沖縄における地域的・社会的課題の解決
沖縄社会課題対応企業等支援

 日本公庫等の業務を一元的・総合的に実施しているほか、沖縄の特殊事情に則した独自制度を運用し、「地域に根ざした総合公
庫」として沖縄の振興に貢献しており、利用者の多種多様な資金ニーズに対応し、政策金融のワンストップサービスを提供してい
ます。

沖縄公庫の出融資制度と本土との比較
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沖縄公庫独自制度

60.1%

38.7%

51.8%

62.2%

新型コロナ関連制度

46.2%

31.9%

17.0%

日本公庫並び制度

39.9%

15.1%

16.3%

20.8%

（凡例）

1 9

2 1

2 2

2 3 年度

【沖縄公庫独自制度の融資構成比】



沖縄振興開発金融公庫

（単位：億円）

2023年度事業実績

注：単位未満は四捨五入のため、合計は必ずしも一致しません。

2022年度 2023年度

前年度比

① 貸付 1,376 862 ▲ 514

産業開発資金 610 400 ▲ 210

中小企業等資金 624 384 ▲ 239

住宅資金 12 8 ▲ 4

農林漁業資金 27 20 ▲ 7

医療資金 81 34 ▲ 47

生活衛生資金 22 16 ▲ 7

② 出資 3 6 + 4

企業等に対する出資 － 5 + 5

新事業創出促進出資 3 1 ▲ 1

合計 1,379 868 ▲ 510
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22 17 32 45 47 36 34 41 41 40 40 43 40 7 11 
16 

24 26 
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31 47 

66 
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27 12 11 

10 9 8 8 
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69 
83 
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0
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100
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200
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 2023年度は、観光関連産業の持ち直しの動き等を背景に、新型コロナ関連融資にも落ち着きが見られたこと等から、事業実績は
868億円となりました。

事業実績 貸付実績の推移

貸付残高の推移

（億円）

（百億円）

（年度）

（年度）
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 沖縄振興とSDGsのつながり
 創業・スタートアップ、事業承継への取組
 ひとり親世帯と子どもの貧困
 子どもの貧困対策・ひとり親支援への取組
 教育ローン 向上心ある県民の夢をサポート
 駐留軍用地跡地の有効活用
 地方創生の取組を支援
 最近の出資事例 産業基盤整備と新事業創出促進出資

Ⅲ 沖縄公庫の事業概要



沖縄振興開発金融公庫沖縄振興とSDGsのつながり

 ひとり親家庭支援制度による生活水準の向上
ひとり親世帯への金融支援による生活安定化

沖縄のおかれた環境 SDGs－“誰一人取り残さない”社会の実現

SDGsの切り口から見た、政策金融として当公庫事業が沖縄振興に果たす役割

 SDGsとは、2015年9月の国連サミットで採択されたもので、国
連加盟193か国が2016年～2030年の15年間で達成するために掲
げた目標です。

全ての人のための目標達成を目指し、“誰一人取り残さない”社会
の実現を謳っています。

沖縄は歴史的、地理的背景により全国に比して限られた雇用機
会、低い賃金、少ない高等教育の機会が問題となっています。

沖縄が抱える諸問題は、国内に未だ残る格差として社会全体の課
題意識共有の下で解決すべきものです。

沖縄の抱える社会的な課題の解決を目指す沖縄振興は、複数のSDGsの達成に貢献するものです
沖縄における経済的、社会的な諸問題はSDGsにおいて課題として設定されている諸論点と符号しています。
政策金融として当公庫はこれら諸問題の解決に貢献しており、沖縄経済の置かれた特殊事情に則した独自の融資制度を通じて、金融サービス

の面でSDGsに貢献しています。

 地域雇用創出による県経済全体の活性化
雇用拡大を通じた地域経済の振興

 駐留軍用地跡地を活用した土地開発
返還地の開発による経済機会の新規創出

 地域のニーズに即した医療・福祉の充実
医療・福祉施設の整備・サービスの向上

 高等教育の機会拡大
教育資金の低利融資による大学等進学者数増加

 雇用機会の増加、賃金の改善
事業拡大等を通じた雇用創出と平均賃金向上

 交通・運輸インフラ整備による離島経済活性化
離島地域の持続可能な交運ネットワーク整備

 関係機関や民間金融機関との連携による地域振興
持続可能な地域社会経済の活性化
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沖縄振興開発金融公庫創業・スタートアップ、事業承継への取組

⑥ 製造業
⑦ 学術・専門技術サービス
⑧ 不動産業・物品賃貸業
⑨ サービス業
⑩ 農林水産業
⑪ 運輸業・郵便業
⑫ 教育・学習支援業
⑬ 情報通信業 ほか

創業や新事業の展開は、沖縄経済の振興や活性化にとって
重要な要素です。一方で、事業実績や担保提供可能な資産
が十分でない創業期の事業者にとって、一般的に資金調達
は容易ではありません。

沖縄公庫は、地域に根ざした総合公庫として、目利き力を
発揮して新事業の可能性を見極めるとともに、独自制度や
担保、保証に依存しない融資制度の積極的な活用、ベン
チャー企業に対する「新事業創出促進出資」などにより、
最適な金融サービスを提供しています。

創業・スタートアップへの取組

沖縄公庫は、令和5年4月に、創業・スタートアップや、事業承継分野等の取組を一層強化するため、「事業者支援推進室」を新設
しました。専担部署である同室が組織横断的なサポートを行うことに加え、関係団体や専門家等との関係深化を図ることで、支援
を強化しています。

事業承継に向けた支援機関との連携

沖縄県商工会議所連合会、沖縄県商工会連合会、沖縄県事業承継・引継ぎ支援
センターとの「事業承継における連携に関する覚書」締結式［令和5年3月］

「事業者支援推進室」を新設（令和5年4月）

事業者支援推進室による連携イメージ［令和5年4月］

• 創業・スタートアップ、事
業承継に関する商工会議
所・商工会などの支援機関
や外部機関との連携推進、
組織横断的なサポート等を
行う。

• 当公庫内の事業承継支援事
例の蓄積、情報を共有し、
取引先からの事業承継にか
かる相談・支援に、迅速・
適切に取り組む。

創業・スタートアップ支援、事業承継に関する支援体制の強化

事業者の経営力向上に向けた情報発信

• 事業者の課題解決に
役立つセミナーの開
催や経営力向上等に
資する情報を積極的
に発信するなど、コ
ンサルティング機能
の一層の発揮に努め
ています。
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沖縄振興開発金融公庫ひとり親世帯と子どもの貧困

※ 直近数値は2020年度
出典：総務省「国勢調査」

※ 直近数値は2022年度
出典：厚生労働省「人口動態統計」 出典：内閣府沖縄振興局ホームページ「子供の貧困に関する指標（沖縄県の状況）」

指標 沖縄 全国

子どもの相対的貧困率（2021年） 23.2% （2019年）
13.5%

1人当たり県民所得（2020年） 216.7万円 297.5万円
非正規の職員・従業員率（2017年） 41.3% 36.0%
母子家庭世帯出現率（2020年） 2.2% 1.2%
生活保護率（2022年） 2.69% 1.63%
就学援助率（2022年） 23.6% 14.0%

母子世帯の収入状況 沖縄(2018年) 全国(2021年)
自身の年間就労収入 187万円 236万円
世帯の年間総収入 278万円 373万円

進学率（2022年） 沖縄 全国
高校 97.7% 98.8%
大学・短大 44.6% 59.5%
専修学校 25.9% 16.8%

出典：内閣府沖縄振興局ホームページ「沖縄の子供達を取り巻く現状」文部科学省

出典：内閣府沖縄振興局ホームページ「子供の貧困に関する指標（沖縄県の状況）」
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 沖縄県は世帯に占めるひとり親世帯の割合が全国で最も高く、その割合は高止まりしています。
 所得が社会全体の水準から乖離した低水準にある相対的貧困にある子どもが多く、厳しい状況にあります。

総世帯数に占めるひとり親世帯の割合 子どもの貧困

離婚率の推移

沖縄県の子どもの相対的貧困率は23.2%で、全国平均の約1.7倍と
なっており、深刻な状況にあります。

 1人当たりの県民所得は全国最下位。母子家庭の割合は全国で最も高
く、ひとり親家庭の支援を通じて子ども世代の貧困を解決するとい
う、「貧困の連鎖解消」が大きな課題となっています。

80 85 90 95 00 05 10 15 20

75 80 85 90 95 00 05 10 15 20
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沖縄振興開発金融公庫子どもの貧困対策・ひとり親支援への取組
 「子どもの貧困対策」を総合的に推進するため、本支店において「ひとり親支援担当」を配置し相談しやすい環境を提供するほか、

行政や各種支援機関との連携により、ひとり親家庭の親の支援や雇用環境の改善、人材育成に積極的に取り組んでいます。
 貸付制度については、平成28年以降、ひとり親を雇用する企業に対する金利低減措置など、支援制度の拡充を図っています。

沖縄公庫のひとり親支援体制 ひとり親支援制度の創設・拡充

ひとり親支援の融資実績

 ひとり親の雇用等に取り組む企業への支援 195件、245億円
沖縄ひとり親支援・雇用環境改善貸付利率特例制度の適用実績

（統合前の旧制度を含む）(H28年度～R5年度）

 ひとり親自身の学び直しを支援 110件、74百万円
教育ひとり親特例制度（教育ローン）の適用実績（H28年度～R5年度）

 ひとり親による新規開業を支援 139件、477百万円
沖縄創業者等支援貸付（ひとり親支援）の融資実績（H29年度～R5年度）

年 度 制 度

平成28

「沖縄ひとり親雇用等促進貸付利率特例制度」の創設
・ひとり親の雇用、人材育成、事業所内保育所の整備を対象とした金利低減措置

「教育資金の利率特例」の拡充
・母子家庭等の金利低減措置の拡充

・ひとり親の学び直しにかかる金利低減措置の追加

29
「沖縄創業者等支援貸付」の拡充
・ひとり親家庭の親による新規開業を貸付対象に追加し、最優遇金利及び資本性劣後
ローンの適用対象に追加

令和元

「沖縄ひとり親支援・雇用環境改善貸付利率特例制度（※）」の創設

・「沖縄ひとり親雇用等促進貸付利率特例制度」等、利率特例３制度を再編し運用を拡
充

（※）令和6年度に雇用環境改善関連を「沖縄人材活躍推進貸付利率特例制度」へ移
設したことに伴い、名称を「沖縄ひとり親支援貸付利率特例制度」へ改称

2 「沖縄ひとり親支援・雇用環境改善貸付利率特例制度」の拡充
・ひとり親の雇用促進にかかる対象を拡充

3 「沖縄ひとり親支援・雇用環境改善貸付利率特例制度」の拡充
・特例の対象者に「非正規雇用者の処遇改善に取り組む者」を追加

5 「教育一般資金［教育ひとり親特例］」の拡充
・金利低減措置の適用限度額の拡充

6

「沖縄社会課題対応企業等支援貸付」の創設

・子どもの貧困問題など沖縄の社会課題に取り組むソーシャルビジネス事業者を支援する
制度を創設

・「沖縄創業者等支援貸付」のひとり親創業関連を移設し、創業後の事業も対象として
拡充
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沖縄振興開発金融公庫

出典：沖縄県企画部統計課「学校基本調査報告書」、文部科学省障害学習政策局政策課調査統計企画室「学校基本調査」

教育ローン 向上心ある県民の夢をサポート
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 沖縄公庫は、学ぶ機会の確保とご家庭の経済的負担の軽減を図るため、教育ローンを取り扱っています。
 沖縄県における大学・短期大学進学率は、全国と比較して低い水準にあります。沖縄公庫は、低い県民所得や多くの有人離島が存

在するという沖縄の環境を踏まえ、利用者のニーズに即した累次の制度拡充を図り、教育機会の向上に努めています。

大学等進学率の推移（沖縄と全国） 「教育離島利率特例制度」の実績
沖縄公庫では、離島に住所を有する方に対する教育一般資金貸付の

金利優遇制度（「教育離島利率特例制度」）や「沖縄人材育成資
金」など、沖縄の環境を踏まえた制度を創設し、向上心ある県民の
夢をサポートしています。

沖縄県の大学進学率は、全国平均比▲14.5%と全国と比較して低い
水準にあり、全国との乖離が続いています。

（年度）

（百万円） （件）

14.5％
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沖縄振興開発金融公庫駐留軍用地跡地の有効活用

すみやかに返還（約68ha）
県内で機能移設後に返還
（約216ha+β）
海兵隊移転後に返還
（約271ha+α-β）
普天間代替施設完成後に返還
（約497ha）

合計：約1,052ha+α

約56ha

約2ha

約271ha-β

βha

約1ha

約16ha

約68ha

約23ha

約4ha
αha

約55ha

約481ha

陸軍貯油施設第1桑江タンク・ファーム

キャンプ瑞慶覧
（インダストリアル・コリドー地区）

牧港補給地区（北側進入路）

牧港補給地区（第5ゲート付近の区域）

牧港補給地区の倉庫地区の大半を含む部分

牧港補給地区（残りの部分）

普天間飛行場

キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）

キャンプ瑞慶覧（一部）

キャンプ瑞慶覧（喜舎場住宅地区の一部）

キャンプ瑞慶覧（ロウワー・ブラザ住宅地区）

キャンプ桑江

キャンプ瑞慶覧
（施設技術部地区内の倉庫地区の一部）
※ 代替施設が提供されれば返還の対象
となり得る 約10ha

 返還された「駐留軍用地跡地」区域内において、独自制度「駐留軍用地跡地開発促進貸付」を活用し、民間投資を支援しています。

※ 4地区（小禄金城地区、北谷地区（ハンビー、美浜、桑江伊平）、那覇新都心地区、アワセゴルフ場地区）

駐留軍用地跡地地区※における融資実績 嘉手納飛行場以南の土地の返還

注：施設・区域の一部返還の面積については、概算数値

約65ha

年度
地区 H4～13 H14～23 H24～R3 累計

小禄金城地区 250 50 12 312
ハンビー・美浜・桑江伊平地区 206 53 236 495
那覇新都心地区 256 391 53 701
アワセゴルフ場地区 － － 372 372
４地区合計 711 495 673 1,879

（単位：億円）

ショッピングモールの建設資金に対し融資を実行
～アワセゴルフ場地区の跡地開発（イオンモール㈱）～

事業
概要

 当社は、イオングループの中核企業として国内外でショッピングモールの開発・運
営に携わっています。沖縄県においては、平成22年に返還された駐留軍用地
跡地のアワセゴルフ場地区（北中城村）において、平成27年4月に「イオン
モール沖縄ライカム」を開設しました。

出融資
内容・
効果

 沖縄公庫は、平成25年度に創設された「駐
留軍用地跡地開発促進貸付」の適用により
当該複合施設の建設資金について融資を
実施しました。

 本施設は、当駐留軍用地跡地の区画整理
事業の中核施設であり、地域防災拠点等
の多様な機能を持つ街づくりの促進につなが
ることや雇用の創出等により、沖縄県におけ
る地域開発及び経済の振興に寄与すること
が期待されます。

那覇港湾施設
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沖縄振興開発金融公庫地方創生の取組を支援

 新たに糸満市（2023年9月）、宜野
湾市（2024年2月）と助言業務協定
を締結しました。
協定締結を契機に、両市の「まちづ
くり」の取組に関して、長期金融の
視点から、プロジェクトの事業化に
向けた助言・情報提供等で支援して
いきます。

 沖縄県内の市町村と「助言業務協定」を締結し、地域プロジェクトの構想・企画段階から積極的に参画・支援しています。
 「沖縄地域PPP/PFIプラットフォーム」を設立し、沖縄県内における官民連携の取組を推進しています。

助言業務協定 締結先：28市町村／41市町村 沖縄地域PPP/PFIプラットフォームの設立・運営

 公庫と助言業務協定締結先
の市町村長が一堂に会し、
先進事例の紹介や、各地域
が抱える課題や公庫に対す
る要望について意見交換を
行う「パートナーシップ推
進会議」を、2016年から
毎年開催しています。

公庫・市町村パートナーシップ推進会議

地方創生関連の最近（2023年度）の主な取組実績

締結年月 協定先 締結年月 協定先

2007年5月 北谷町 2019年4月 久米島町

2011年10月 石垣市・竹富町・与那国町 2019年8月 名護市

2014年5月 宮古島市・多良間村 2019年9月 金武町

2014年12月 北中城村 2019年10月 うるま市

2015年8月 南城市 2019年12月 那覇市

2016年1月 西原町 2020年10月 読谷村

2016年8月 浦添市 2021年3月 与那原町

2017年2月 恩納村 2021年12月 宜野座村

2017年12月 座間味村 2023年1月 南風原町

2018年2月 国頭村・大宜味村・東村 2023年9月 糸満市

2018年6月 本部町 2024年2月 宜野湾市

2019年3月 八重瀬町

 「沖縄地域PPP/PFIプラットフォーム
セミナー」を計2回（第13回・2023
年9月、第14回・2024年2月）開催。
セミナーの開催に併せて、3自治体
5事業に関するサウンディング（事業
紹介）を実施し、案件の形成・推進を
支援しました。

 沖縄公庫では、沖縄県内におけるPPP/PFI分野での地域の産官学
金間の連携の強化、自治体及び民間事業者等の能力の向上を図る
ことを目的に、2019年5月に沖縄県及び沖縄電力㈱と沖縄地域
PPP/PFIプラットフォームを設立し、運営しています。

 PPP/PFI事業の実施を検討している自治体や民間事業者等を対象
に、セミナー・勉強会の開催やサウンディング等を実施し、知識
の習得や案件の形成・推進、相互交流の促進に取組んでいます。

糸満市との協定締結式

第14回セミナーでのサウンディング

第7回公庫・市町村パートナーシップ推進会議（2023年10月） 20



沖縄振興開発金融公庫最近の出資事例 産業基盤整備と新事業創出促進出資

事業概要
 当社は、沖縄科学技術大学院大学が実施するプログラムを通じて、当時21歳のイン
ド人起業家ナラヤン・ラル・ガルジャール氏により令和2年に設立されました。当社は果
物の不可食部分の残渣をアップサイクルした環境にやさしい100％天然由来の超吸水
性ポリマーを開発し、農業資材としてグローバルに展開しています。

出融資
内容・効果

 沖縄公庫は、当社の製品が世界中の農家の抱える課題や水不足等の解決に資する
ものであること等を評価し、出資を行いました。増資資金は、成長拡大のための新規
雇用や研究開発費等の運転資金として活用されています。

 当社製品を農地に活用すると、土壌の保水力と保肥力を向上させる効果があり、約
40％の節水、約20％の肥料の節約に加え、10～15％の収量増加が見込まれ、農
家の収益拡大が期待できます。また、当社製品は食品残渣を原料としているため、利
用後も生分解されるなど環境に優しく、持続可能な農業の実現への貢献が期待され
ます。

事業概要

 同社が運営する沖縄都市モノレール「ゆいレール」の乗客数は、開業時（H15年
度）から大幅に増加し、輸送能力の増強が喫緊の課題となっています。また、今後も
那覇空港第２滑走路供用開始等によりさらなる増加が見込まれており、沖縄総合事
務局、沖縄県、沖縄公庫等で構成される「中長期輸送力増強計画検討会議」にて
も３両編成化が望ましいとの意見が取りまとめられました。また、国においても「沖縄都
市モノレール３両化導入加速化事業」を創設するなどの支援が行なわれています。

出融資
内容・効果

 当公庫は、事業母体である沖縄県及び那覇市が実施したDES（デッド・エクイティ・
スワップ）と協調して出資を実行しました。同増資により、３両編成化事業の促進や、
当社の財務基盤の強化が図られることが期待されます。

沖縄都市モノレール㈱（産業基盤整備）～３両編成化に向けた財務基盤の強化を支援（2020年3月）～

100％天然由来の超吸水性ポリマーによる持続可能な農業の実現を支援
EF Polymer株式会社
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 新型コロナウイルス感染症に関する取組

Ⅳ セーフティネット
機能の発揮



沖縄振興開発金融公庫新型コロナウイルス感染症に関する取組

⑥ 製造業
⑦ 学術・専門技術サービス
⑧ 不動産業・物品賃貸業
⑨ サービス業
⑩ 農林水産業
⑪ 運輸業・郵便業
⑫ 教育・学習支援業
⑬ 情報通信業 ほか
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金額 件数（先数ベース）

新型コロナウイルス関連特別相談窓口の対応状況

新型コロナウイルス関連融資の実績 「新型コロナ対策資本性劣後ローン」の決定状況
 宿泊・飲食サービス業など観光関連産業のみでなく、不況に強い

業種（生活関連、医療等）まで、幅広い業種の事業者からの融資
申込がありました。

 中堅・大企業から中小・小規模事業者、NPO法人、フリーランス
と各種業態・規模の事業者に融資を実行しており、金額別では
1,000万円以下の小口融資が約６割を占めています。

500万円以下
39％

500万円超
1,000万円以下

20％

1,000万円超
3,000万円以下

28％

3,000万円超
5,000万円以下

7％

5,000万円超
7％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

貸
付
金
額
別

宿泊業、飲食
サービス業

25％

卸売業
・小売業
16％

建設業

14％

生活関連
・娯楽業
12％

医療・
福祉
5％

その他

28％

業

種

別
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融資実績（決定ベース）： 19,520件、4,014億円、条件変更実績（申込ベース）： 9,500件

「新型コロナ対策資本性劣後ローン」融資実績（決定ベース）87先、74.4億円
⇒ 新型コロナウイルス感染症の影響により過大な債務負担や資金繰りの悪化を来している事業者の財務体質強化を図るために、本制度を

積極的に活用、民間金融融機関など関係機関と連携した事業者支援に取り組んでいます。



 2024年度予算の概要

Ⅴ 2024（令和6）年度
予算



沖縄振興開発金融公庫2024年度予算の概要

（単位：億円）

制度
2023年度 2024年度
当初計画 当初計画

① 貸付 2,295 2,050

産業開発資金 1,000 760

中小企業等資金 1,000 1,000

住宅資金 50 50

農林漁業資金 85 80

医療資金 85 90

生活衛生資金 75 70

② 出資 37 37

企業等に対する出資 30 30

新事業創出促進出資 7 7

合計 2,332 2,087

 人手不足や子どもの貧困等の社会課題の解決に取り組む事業者への支援をするとともに、引き続き国や県の沖縄振興策等に沿った
資金需要に対応するため、事業規模2,087億円を確保しています。

2024年度の重点項目

事業計画 制度の創設・拡充

1 人手不足対応に取り組む事業者への支援 2 沖縄における地域的・社会的課題の解決 3 脱炭素化の推進

注：単位未満は四捨五入のため、合計は必ずしも一致しません。

創設
「沖縄人材活躍推進貸付利率特例制度」の創設
人材育成・人手不足・処遇改善等に取り組む事業者の金利負担を

軽減。
「沖縄社会課題対応企業等支援貸付」の創設
子どもの貧困の解消に向けた事業やひとり親の就業支援など、沖縄

の社会的課題の解決に取り組む事業者を金融面から支援。

拡充
「産業開発資金カーボンニュートラル推進投資利率特例制度」の拡充
対象設備を拡充、中小・小規模事業者も制度の対象となるよう

拡充。（カーボンニュートラル推進投資利率特例制度へ改称）
「製糖企業等資金（農林漁業資金）」の拡充
償還期間と据置期間を拡充し、高度化に向けた設備投資を

促進。
「水産加工施設資金（農林漁業資金）」の拡充
償還期限を拡充し、設備投資を促進。
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 損益構造（法定財務諸表ベース）
 損益状況（損益計算書）
 財務状況（貸借対照表）
 貸出資産の内容

Ⅵ 2023（令和5）年度
決算報告



沖縄振興開発金融公庫

77 52 1 1
523 490 691

7,352
6,916

4,547
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損 失

（ 33,808 百万円 ）

利 益

（ 33,721 百万円 ）

借入金利息等
3,609百万円

損益構造（法定財務諸表ベース）

（年度）

貸倒引当金戻入
20,186百万円

（億円）

（注）単位未満は四捨五入のため、合計は必ずしも一致しません。

貸付金利息
8,726百万円

補給金
4,547百万円

その他
262百万円

当期損失金
87百万円

貸倒引当金繰入
23,808百万円

事務費
4,605百万円

貸付金償却
1,417百万円

その他
369百万円

当公庫の損益は、利益金が生じた場合は国庫納付し、損失金が生じ
る場合には、予算措置された沖縄振興開発金融公庫補給金を受け入
れることによって、期間損益の均衡を図ることとしている。

設立時に琉球政府から承継した本土産米穀資金特別会計を特別勘
定（注）として区分経理しており、この特別勘定については、利益金
（又は損失）が生じた場合は、これを積立金として積み立てている
（又は減額している）（公庫法施行令）。

（注）米穀資金・新事業創出促進特別勘定

公庫の損益構造 沖縄振興開発金融公庫補給金の推移（決算額）
沖縄振興開発金融公庫補給金は、業務の円滑な運営に資するため、

当該年度における公庫の事業計画等を基礎に計算した損益収支上の
不足額に相当する額を受け入れ、これにより損益収支の均衡を図る
ものである。

同補給金は、国の一般会計より受け入れているもので、毎年度、内
閣府に予算措置されている。

なお、同補給金には、上記の収支差に対する補給金のほか農林漁業
資金に関する利子補給のためのものが含まれている。

2023年度決算ベース （百万円）
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沖縄振興開発金融公庫損益状況（損益計算書）

科目
2022年度 2023年度

対前年度増減

損
失

経常費用 297.5 338.1 40.6

借入金利息 23.0 30.5 7.6

債券利息 5.8 5.5 ▲0.3

業務委託費 1.0 0.9 ▲0.0

事務費 47.4 46.1 ▲1.4

債券発行諸費 0.5 0.5 0.0

償却費 17.8 15.5 ▲2.3

貸倒引当金繰入 201.9 238.1 36.2

雑損 0.2 0.9 0.8

合計 297.5 338.1 40.6

科目
2022年度 2023年度

対前年度増減

利
益

経常収益 297.2 337.2 40.1

貸付金利息 78.1 87.3 9.1

受取配当金 0.2 0.2 ▲0.0

住宅資金貸付手数料
収入 0.0 0.0 ▲0.0

受託手数料 0.0 0.0 ▲0.0

一般会計より受入 69.2 45.5 ▲23.7

エネルギー対策特別
会計より受入 0.0 0.0 ▲0.0

有価証券益 0.3 0.2 ▲0.1

雑収入 1.0 2.1 1.1

貸倒引当金戻入 148.3 201.9 53.6

当期損失金 0.3 0.9 0.5

合計 297.5 338.1 40.6

（単位：億円）

 2023年度は、当期損失金が0.9億円生じましたが、この損失金は米穀資金・新事業創出促進特別勘定の損失金のため、同勘定の
積立金を減額して整理することとなります。

（注）１.単位未満は四捨五入のため、合計は必ずしも一致しません。
２.一般会計より受入には、利差補給金を含みます。
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沖縄振興開発金融公庫財務状況（貸借対照表）

科目
2022年度 2023年度

対前年度増減

資
産
の
部

貸付金 10,625.4 10,176.0 ▲449.4

産業開発資金貸付金 4,222.4 4,019.9 ▲202.5

中小企業等資金貸付金 4,690.4 4,523.4 ▲167.0

住宅資金貸付金 841.0 762.2 ▲78.8

農林漁業資金貸付金 316.3 303.8 ▲12.6

医療資金貸付金 393.3 409.4 16.1

生活衛生資金貸付金 161.9 157.3 ▲4.7

出資金 72.4 73.7 1.2

現金預け金 212.3 129.4 ▲82.9

有価証券 41.6 21.5 ▲20.2

代理店勘定 0.4 0.1 ▲0.2

未収収益 5.1 5.4 0.3

雑勘定 0.1 0.1 0.0

固定資産 66.1 65.1 ▲1.0

貸倒引当金 ▲201.9 ▲238.1 ▲36.2

合計 10,821.5 10,233.1 ▲588.4

科目
2022年度 2023年度

対前年度増減

負
債
の
部

借入金 7,352.4 6,931.4 ▲421.1

債券 1,576.8 1,278.2 ▲298.6

債券発行差額 ▲0.0 ‐ 0.0

貸付受入金 285.2 417.3 132.1

未払費用 8.5 9.1 0.6

雑勘定 0.7 0.6 ▲0.0

賞与引当金 1.7 1.8 0.1

退職給付引当金 25.9 22.3 ▲3.6

合計 9,251.1 8,660.6 ▲590.5

純
資
産
の
部

資本金 1,558.5 1,561.5 3.0

一般会計出資金 1,216.8 1,218.8 2.0

承継出資金 215.6 215.6 -

産業投資出資金 126.1 127.1 1.0

米穀資金・新事業
創出促進積立金 12.2 11.8 ▲0.3

当期未処理損失 ▲0.3 ▲0.9 ▲0.5

合計 1,570.3 1,572.5 2.1

（単位：億円）

 2023年度の貸付金は、産業開発資金貸付金の減少等により、449.4億円の減少となりました。
 債券に関しては、沖縄公庫債券の償還額が発行額を上回り、全体で298.6億円の減少となりました。

（注）単位未満は四捨五入のため、合計は必ずしも一致しません。 29



沖縄振興開発金融公庫貸出資産の内容

区 分 （参考）
自己査定債務者区分 2022年度 2023年度 対前年度増減

（1）破産更生債権及び
これらに準ずる債権

・破綻先
・実質破綻先 59億円 87億円 27億円

（2）危険債権 ・破綻懸念先 316億円 250億円 ▲66億円

要管理債権
（3）三月以上延滞債権

・要管理先
-億円 -億円 -億円

（4）貸出条件緩和債権 539億円 655億円 116億円

小計：（1）～（4）＝① 914億円 992億円 78億円

（5）正常債権 ・その他要注意先
・正常先 9,758億円 9,211億円 ▲547億円

債権残高合計：（1）～（5）＝② 10,672億円 10,203億円 ▲469億円

リスク管理債権（正常債権除く）比率
（上記①／②） 8.57％ 9.72％ 1.15ｐ

リスク管理債権及び金融再生法開示債権は、危険債権が前年度比66億円減少しましたが、破産更生債権及びこれらに準ずる債権が同27億円、
要管理債権が同116億円増加しました。正常債権を除いた合計では前年度比78億円増の992億円となり、リスク管理債権比率は9.72%（前年
度比1.15％p増）となりました。

リスク管理債権・金融再生法開示債権の状況

(注) 1.金融再生法開示債権及びリスク管理債権は、 貸付金、有価証券、 仮払金、 未収貸付金利息、未収有価証券利息及び保証債務見返を対象としている。
2.金融再生法開示債権の「要管理債権」は、リスク管理債権の｢三月以上延滞債権｣と｢貸出条件緩和債権｣と同様に、個別貸付金ベースとしている。
3.単位未満は四捨五入のため、合計は必ずしも一致しません。 30
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沖縄振興開発金融公庫2024年度資金調達計画・沖縄公庫債の商品性

年限 金額
財政融資資金借入金 7／15／20／25年 1,946億円

沖縄公庫債 10年 100億円
その他 - 95億円

注：「その他」は、一般会計出資金、産業投資出資金、勤労者退職金共済機構借入金、住宅宅地
債券、寄託金。

 今年度の沖縄公庫債（財投機関債）は、昨年度に引き続き「サステナビリティボンド」として発行します。
 沖縄公庫債は、安定的に高格付を取得しており、また安全性の高い商品性を有した債券です。

2024年度の資金調達計画 沖縄公庫債（財投機関債）の商品性
 2024年度は、財政融資資金借入金1,946億円、沖縄公庫債100億円

での調達を予定しています。
沖縄公庫債の発行時期は、10月の発行を予定しています。

格付はAA+（R&I）と安定的に高水準を取得
− 沖縄公庫の格付に関するコメント（R&I）

1. 国との一体性は強く、格付は日本ソブリンの信用力をそのまま
反映。

2. 沖縄固有の事情に則した独自制度を運用し、民間資金を量と質
の両面で補完する沖縄公庫の政策的重要性は高い。

3. 政府が沖縄振興策を推進するうえで引き続き重要な役割を担う。
社債と比較し、投資債券としての条件が良好

− BISリスクウェイト10%
− 一般担保付債券

継続的な発行及び主務大臣の発行認可
− 2002年度の発行開始以降、毎年度発行しており、2023年度まで

に累計で3,580億円を発行。
− 2021年度以降はサステナビリティボンドとして発行。
− 沖縄公庫債発行の都度、主務大臣（内閣総理大臣及び財務大臣）

の認可を受けています。

リスクウエイト 一般担保
沖縄公庫債 10% ○

地方債 0% ×
銀行債 20% ×

社債 20% △
（電力／NTTなど）

沖縄公庫債の投資意義
サステナビリティボンドの発行により投資家の皆さまから調達した

資金は、当公庫が行う沖縄の抱える社会・環境的課題の解決に資す
るプロジェクトへ充当されることから、投資家の皆さまにとって投
資意義の高い債券であると考えています。

発行体と投資家の双方により、ESG債市場の発展に貢献。

持続可能な開発目標（SDGs）への貢献
プロジェクトを通じて、下記の国連の提唱するSDGsの達成に貢献し

ています。
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沖縄振興開発金融公庫

適格カテゴリ― 当公庫が直面し、解決すべき
主要な社会・環境的な課題

ソ
ー
シ
ャ
ル
カ
テ
ゴ
リ
ー

産業開発資金 民間主導の自立型経済の発展

中小企業資金 中小企業の成長・発展支援／安定的な長期資金の供給

生業資金
小規模事業者の経営の安定と成長支援

学ぶ機会の確保と家庭の経済的負担の軽減

生活衛生資金 衛生水準の向上と近代化支援

農林漁業資金 農林水産業の生産基盤の整備と生産力の維持・向上

医療資金 地域医療体制整備と施設の充実、医療水準の向上

住宅資金 省エネルギー・省資源という地球環境への配慮・高齢者の居住
の確保に配慮した居住環境の整備などの推進

出資 地域開発、地域企業の成長に必要な長期安定資金の供給

※
 

グ
リ
ー
ン
カ
テ
ゴ
リ
ー

沖縄自立型経済発展 沖縄の再生可能エネルギー導入によるCO2排出量削減

環境・エネルギー対策
貸付 沖縄の省エネルギー設備への投資によるCO2排出量削減

赤土等流出防止低利 沖縄の海洋汚染防止

林業基盤整備資金 沖縄の森林環境の保全

省エネ賃貸住宅融資 沖縄の省エネ住宅の建設によるCO2排出量削減

カーボンニュートラル
推進投資利率特例制度 沖縄の脱炭素に資する設備の導入によるCO2排出量削減

サステナビリティボンド・フレームワークの概要
 当公庫は、ICMA（国際資本市場協会）が定める原則及びガイドラインの定める4つの核となる要素に基づき、サステナビリティ

ボンド・フレームワークを策定しました。
 また、本フレームワークについて、ICMAが定義する各種原則等に適合する旨、第三者評価機関であるDNVビジネス・アシュアラ

ンス・ジャパン㈱（以下「DNV」)からセカンドパーティ・オピニオンを取得しました。

① 調達資金の使途 ② プロジェクトの評価と選定プロセス
本フレームワークに基づく調達資金は、沖縄振興開発金融公庫法第

十九条で定める業務に充当されます。
当公庫のガバナンス体制は、以下により構成されています。

I. 法に基づくもの：当公庫の予算は国会の議決を得ており、決算は
会計検査院の検査を経て国会に提出されます。また、主務大臣の
監督・検査に加え、 2003年度からは金融庁検査も導入していま
す。更に、沖縄振興開発金融公庫運営協議会を通じ、業務運営に
現地の意向を反映しています。

II.内部管理：当公庫は、各年度業務運営方針を策定しています。役
員会では重要事項を審議し、必要な際は監事が理事長又は主務大
臣に意見を提出します。また、監査室を設置し内部監査の独立性
を確保しています。更に、統合リスク管理委員会を設置しリスク
管理体制を、「法令等の順守に関する規程」を制定しコンプライ
アンス体制をそれぞれ整備しています。

③ 調達資金の管理
沖縄振興開発金融公庫債券の調達資金の経理区分、資金使途の適切

性は、会計検査院の検査・監事による監査等の仕組みにより、常時
点検・確認されています。

④ レポーティング
フレームワークの適格カテゴリー実施による社会・環境的課題の解

決に関するインパクト・レポーティングや、サステナビリティボン
ドでの調達資金の充当状況等は、当公庫のウェブサイト等で毎年開
示しています。

※ ソーシャル適格カテゴリーの中で、グリーン性を持つ事業をグリーン適格カテゴリーとして抽出。 33



沖縄振興開発金融公庫インパクトレポート（発行意義・起債概要）

第32回沖縄振興開発金融公庫債券
（サステナビリティボンド）

債券格付け AA+（R&I）

年限 10年

発行額 100億円

条件決定日 2023年12月8日

発行日 2023年12月15日

償還日 2033年12月20日

利率 0.934%

第三者評価機関 DNVビジネス・アシュアランス・ジャパン
株式会社

 沖縄における社会・環境的課題の解決に資する当公庫の取組を明確化することで、より多くの方々のご理解をいただきながら、SDGsに対する
貢献を更に深めます。

 ESG投資の一つの商品として幅広い投資家から中長期的な視点での安定した資金調達を実現することで、資金調達基盤の強化に繋げます。
 金融庁がソーシャルボンドガイドラインの策定を通じてESG債発行を後押しする中、政策金融機関である当公庫としても市場の発展に貢献し

ます。

沖縄振興開発金融公庫債券（サステナビリティボンド）発行の意義

当公庫の発行するサステナビリティボンドの概要
 サステナビリティボンドの発行により投資家の皆さまから調達した

資金は、当公庫が行う沖縄の抱える社会・環境的課題の解決に資す
るプロジェクトへ充当されます。（具体的な適格カテゴリーについ
ては次頁ご参照）次年度以降についても、サステナビリティボンド
として発行を継続して参る予定です。

 プロジェクトを通じて、下記の国連の提唱するSDGsの達成に貢献し
ています。
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沖縄振興開発金融公庫インパクトレポート（資金の充当状況①）

 2023年度の当公庫の資金交付実績は、72,920百万円となり、その財源の一部として沖縄振
興開発金融公庫債券（サステナビリティボンド）100億円を発行しました。資金別の交付実
績については右記の通りです。

 2023年度にサステナビリティボンドとして調達した上記資金（100億円）については、全て
ソーシャルカテゴリーに充当しています。適格カテゴリー毎の充当金額については、資金別
の交付実績の構成比により充当したものと試算しており、以下の通りとなります。

資金充当状況に関するレポーティング

※ 四捨五入のため各項目の合計は必ずしも一致しません。
※アウトプット欄の融資件数・融資額は2023年度貸付契約金額の値であるため、過年度契約分の資金交付が含まれる資金交付実績とは一致しません。

適格カテゴリ― 充当金額
（百万円）

インパクトレポーティング指標
アウトプット

融資件数（件）
融資額（百万円）

アウトカム インパクト

ソ
ー
シ
ャ
ル
カ
テ
ゴ
リ
ー

産業開発資金 3,475
12

39,990
• 民間主導の自立

型経済の発展

• 沖縄の地域特性を生かした産業振興やリーディング産業である観光・リゾート産業や情報
通信関連産業分野の振興開発に寄与する長期資金の供給

• 主要産業への安定的な資金供給による雇用機会の創出・拡大

中小企業資金 2,561
155

18,028

• 中小企業の成
長・発展支援

• 安定的な長期資
金の供給

• 若年者を始めとして失業率が全国平均と比べて高い水準で推移する等の沖縄の雇用情勢の
改善

• 地域の雇用の受け⽫である域内産業を安定的な成長軌道に乗せるため、ものづくり産業、
建設産業、商業・サービス業など地域に根ざした産業の総合的な振興

生業
資金

小規模事業者の
経営の安定と成

長支援
2,598

2,284
18,600

• 小規模事業者の
経営の安定と成
長支援

• 若年者を始めとして失業率が全国平均と比べて高い水準で推移する等の沖縄の雇用情勢の
改善

• 担保の提供を希望しない又は提供が困難な方への資金供給
• 事業実績が乏しいなどの理由で一般の金融機関から融資を受けることが困難な新規開業者

や創業間もない事業者への資金供給

学ぶ機会の確保
と家庭の経済的

負担の軽減
248

1,648
1,806

• 学ぶ機会の確保
と家庭の経済的
負担の軽減

• 全国と比較して低い水準で推移する大学・短期大学進学率等の沖縄の教育水準の改善、教
育機会の向上

産発資金

25,339 (34.8)

中小資金

18,672 (25.6)

生業資金

18,943 (26.0)

教育資金

1,806 (2.5)

生衛資金

1,562 (2.1)

医療資金

3,750 (5.1)

農林資金

1,984 (2.7)
住宅資金

865 (1.2)

単位：百万円、
（）内は構成比で％）
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沖縄振興開発金融公庫インパクトレポート（資金の充当状況②）

※ 四捨五入のため各項目の合計は必ずしも一致しません。
※アウトプット欄の融資件数・融資額は2023年度貸付契約金額の値であるため、過年度契約分の資金交付が含まれる資金交付実績とは一致しません。

適格カテゴリ― 充当金額
（百万円）

インパクトレポーティング指標

アウトプット
融資件数（件）

融資額（百万円）
アウトカム インパクト

ソ
ー
シ
ャ
ル
カ
テ
ゴ
リ
ー

生活衛生資金 214 252
1,562

• 衛生水準の向上と近代
化支援

• 生活衛生関係営業者の衛生水準の向上と近代化、合理化

農林漁業資金 272 194
2,011

• 農林業水産事業の生産
基盤の整備と生産力の
維持・向上

• 離島や北部地域を中心に、就業者数が全国平均を上回り、雇用における重要な役割を
果たしてる農林水産事業への資金供給

• 地域の雇用の受け⽫である域内産業を安定的な成長軌道に乗せるため、地域に根差し
た農林水産業の総合的な振興

医療資金 514 1
3,400

• 地域医療体制整備と施
設の充実

• 医療水準の向上

• 誰もが健やかに生き生きと暮らせる環境づくりを進めるための医療体制の充実
• 救急医療体制の整備が不十分である離島・へき地等の医療体制の改善

住宅資金 119 21
769

• 省エネルギー・省資源
という地域環境への配
慮・高齢者の居住の確
保に配慮した居住環境
の整備などの推進

• 多額の費用を要する耐震改修や建て替えに対する資金供給
• ゆとりと豊かさを実感できる住生活の実現

合計 10,000
（未充当額なし）

4,567
86,166
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沖縄振興開発金融公庫インパクトレポート（資金の充当状況③）

 ソーシャルカテゴリーの中にはグリーン性を持つ事業が含まれています。グリーン適格カテゴリーとして抽出した場合、以下の通
りとなります。（グリーン適格カテゴリーの充当金額はソーシャル適格カテゴリーの内数となります）

資金充当状況に関するレポーティング

※ 四捨五入のため各項目の合計は必ずしも一致しません。

適格カテゴリ― 充当金額（百万円） 【参考】出融資件数（件） 【参考】出融資金額（百万円）

グ
リ
ー
ン
カ
テ
ゴ
リ
ー

環境・エネルギー対策貸付 50 6 742

赤土等流出防止低利 1,275 5 12,932

林業基盤整備資金 2 1 12

省エネ賃貸住宅融資 0 0 172

カーボンニュートラル 466 1 3,400

合計 1,793 13 17,258
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沖縄振興開発金融公庫

本件に
該当する
SDGs

インパクトレポート（出融資事例①（産業開発資金））

融資効果

客室リニューアル等ホテルの高付加価値化を支援 ザ・テラスホテルズ株式会社（名護市）

事業概要
当社は独自の高級ホテルブランド「ザ・テラス」を展開するホテル事業
者です。同ブランド第1号の「ザ・ブセナテラス」は沖縄における高級
リゾートホテルの草分けとして平成9年に開業、現在は5ホテルまで事
業規模拡大しており、沖縄の観光リゾート産業におけるリーディングカ
ンパニーです。

融資内容
沖縄公庫は、開業から25年が経過し老朽化したザ・ブセナテラスの客
室棟改装工事に必要な資金について、民間金融機関と協調して融資を実
行しました。

「ザ・ブセナテラス」は、高価格帯ホテルが増加する中、新型コロナの
影響を受けましたが、ホテル改装工事の実施によりホテルの高付加価値
化と競争力の維持・強化が図られるとともに、沖縄のリーディング産業
である観光リゾート産業の持続的な発展が期待されます。
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沖縄振興開発金融公庫インパクトレポート（出融資事例②（生業資金））
離島地域の福祉サービスに寄与する通所介護施設の開設支援 ゆい株式会社（宮古島市）

本件に
該当する
SDGs

事業概要
当社は、平成24年に伊良部島にて創業した介護事業者です。通所介護
の他、有料老人ホーム、居宅介護や訪問介護事業を行っています。地域
に密着した介護事業者として、島内を中心に多くの高齢者の方が利用し
ています。

融資内容
沖縄公庫は、2ヵ所目となる通所介護施設の開設に必要な資金を融資し
ました。同施設は、当社の事業基盤の強化に加え、閉鎖が決まっていた
近隣の施設利用者を受け入れる目的で開設しました。

融資効果
当施設の開設により、伊良部島における良質な福祉サービスの提供が可
能となる他、地域の高齢者が安心して暮らせる地域づくりにも寄与する
ものと期待されます。
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沖縄振興開発金融公庫インパクトレポート（出融資事例③（中小企業資金））
電気バス導入を資本性ローンで支援 西表島交通株式会社（竹富町）

本件に
該当する
SDGs

事業概要
当社は、西表島において路線バス・貸切バス・タクシー運行業のほかレ
ンタカー事業も手掛けるなど、島内交通を担う総合的な旅客自動車運送
業者です。遊覧船事業やレストラン、土産品販売店などを運営するグ
ループ企業と一体となって西表島の観光業を支えています。

融資内容
沖縄公庫は、老朽化した当社の路線バス及び貸切バスの更新投資に際
し、新たに電気バス等を導入するための設備資金について、資本性ロー
ンの融資を行いました。

コロナ禍においても必要な車両の更新投資について、資本性ローンを活
用することで、財務基盤の強化を図りながら対応することができまし
た。また、電気バスの導入による燃料費削減効果に加え、環境負荷軽減
等、持続可能な西表島観光の実現に貢献することが期待されます。

融資効果
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沖縄振興開発金融公庫投資表明投資家一覧

 特定医療法人アガペ会
 公益財団法人足立区生涯学習振興公社
 石川県信用保証協会
 いちい信用金庫
 独立行政法人医薬品医療機器総合機構
 岩手県
 auじぶん銀行株式会社
 一般財団法人沖縄県環境科学センター
 沖縄県信用保証協会
 オリックス銀行株式会社
 尾張中央農業協同組合
 蒲郡信用金庫
 一般財団法人 簡易保険加入者協会
 独立行政法人環境再生保全機構
 北九州市
 公益財団法人教育資金融資保証基金
 熊本県
 江東区
 株式会社國場組
 学校法人 五島育英会
 相模原市
 先嶋建設株式会社
 株式会社佐平建設
 静岡県信用保証協会
 公益財団法人自動車リサイクル促進センター

 湘南信用金庫
 新宿区
 全国交通運輸産業労働者共済生活協同組合
 損害保険ジャパン株式会社
 台東区
 大同火災海上保険株式会社
 地方公務員共済組合連合会
 東京海上日動火災保険株式会社
 鳥取県
 株式会社名古屋銀行
 名古屋市信用保証協会
 那須塩原市
 新潟県信用保証協会
 日本再共済生活協同組合連合会
 日本地震再保険株式会社
 日本私立学校振興・共済事業団
 株式会社日本貿易保険
 浜名湖競艇企業団
 ひろしま農業協同組合
 富士宮信用金庫
 防衛省共済組合
 公益財団法人ポーラ伝統文化振興財団

※ 50音順、敬称略

 2021年度に沖縄公庫として初めてのサステナビリティボンドを発行して以来、多くの投資家様から投資表明を頂いております。
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沖縄振興開発金融公庫沖縄公庫債の発行状況
回号 第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回 第7回 第8回 第9回 第10回

発行年度 2002 2003 2004 2005 2006 2007
発行年限 10年 10年 10年 10年 10年 20年 10年 10年 10年 10年
募集日 02/10/7 03/9/9 04/5/17 04/10/6 05/5/19 05/7/8 05/10/14 07/1/16 07/6/7 07/11/14
払込日 02/10/25 03/9/24 04/5/31 04/10/26 05/6/1 05/7/22 05/10/27 07/1/25 07/6/14 07/11/20
利率 1.30% 1.70% 1.60% 1.66% 1.36% 2.04% 1.66% 1.94% 1.95% 1.69%

対国債スプレッド +15bp +15bp +12bp +10bp +10bp +13bp +9bp +20bp +12bp +18bp
発行額（額面） 100億円 200億円 100億円 100億円 100億円 100億円 100億円 230億円 100億円 100億円

回号 第11回 第12回 第13回 第14回 第15回 第16回債 第17回 第18回 第19回 第20回
発行年度 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
発行年限 10年 10年 10年 10年 10年 10年 10年 10年 10年 10年
募集日 08/6/5 09/2/4 09/6/16 09/11/12 10/6/15 10/11/11 11/6/14 12/6/12 13/6/13 14/6/13
払込日 08/6/11 09/2/18 09/6/22 09/11/19 10/6/21 10/11/26 11/6/20 12/6/18 13/6/19 14/6/19
利率 1.97% 1.66% 1.67% 1.50% 1.30% 1.07% 1.21% 0.89% 0.87% 0.66%

対国債スプレッド +20bp +36bp +17bp +9bp +7bp +8bp +7bp +4bp +2.5bp +5.5bp
発行額（額面） 100億円 100億円 100億円 100億円 100億円 100億円 100億円 100億円 100億円 100億円

回号 第21回 第22回 第23回 第24回 第25回 第26回 第27回 第28回 第29回 第30回
発行年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
発行年限 10年 7年 10年 7年 10年 10年 5年 10年 10年 10年
募集日 15/6/11 16/6/10 17/6/9 18/6/8 18/12/7 19/6/6 20/12/4 21/12/10
払込日 15/6/18 16/6/17 17/6/16 18/6/15 18/12/14 19/6/13 20/12/14 21/12/17
利率 0.62% 0.04% 0.08% 0.09% 0.22% 0.23% 0.03% 0.064% 0.140％ 0.120％

対国債スプレッド +9.5bp （絶対値） （絶対値） （絶対値） +16.0bp ＋18.0bp （絶対値） +18.0bp +11.5bp +7.5bp
発行額（額面） 100億円 150億円 100億円 100億円 100億円 150億円 150億円 100億円 100億円 100億円

累計 3,580億円

回号 第31回 第32回
発行年度 2022 2023
発行年限 10年 10年
募集日 22/12/9 23/12/8
払込日 22/12/16 23/12/15
利率 0.574% 0.934%

対国債スプレッド +32.5bp +12.0bp
発行額（額面） 100億円 100億円 注) 塗りつぶしはサステナビリティボンドとして発行
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伊江村
伊江島 国頭郡 国頭村

東村

大宜味村

古宇利島

今帰仁村

本部町
屋我地島

名護市

恩納村 宜野座村

国頭郡

伊計島
宮城島

平安座島

浜比嘉島

うるま市
沖縄市

読谷村

中城村

金武町

中頭郡
嘉手納町

北谷町
北中城村

宜野湾市

浦添市
津堅島

久高島

西原町

与那原町

南城市

南風原町

八重瀬町
島尻郡糸満市

那覇市

豊見城市

沖縄県

北大東村
北大東島

島尻郡

南大東村

南大東島

池間島

宮古島

伊良部島

水納島
宮古郡

多良間村

多良間島
石垣島

石垣市
西表島

八重山郡
竹富町

小浜島

竹富島

黒島

新城島
波照間島

尖閣諸島

石垣市

魚釣島
北小島

南小島

久場島

伊平屋村

伊平屋島
島尻郡

伊是名村
伊是名島

島尻郡
硫黄鳥島

久米島町

久米島

渡名喜島

渡名喜村

座間味村 渡嘉敷村

島尻郡

慶良間諸島

八重山郡

与那国町

与那国島

宮古島市

粟国島

粟国村



注：写真はイメージであり、実際と異なる場合があります。

壺屋焼（やちむん）北谷町、アメリカンビレッジ 美ら海水族館

南城市、ニライカナイ橋 守礼門



本資料は、情報提供のみを目的として作成されたものであり、債券の募集、販売などの
勧誘を目的としたものではありません。
また、債券への投資をご検討される場合には、当該債券の発行にあたり作成される債券
内容説明書及びその他入手可能な情報などを参考とされた上で、投資家の皆様のご自身
の責任でご判断いただきますようお願いいたします。

お問い合わせ先

沖縄振興開発金融公庫 経理部資金課
東京都港区西新橋2丁目1番1号（興和西新橋ビル）

03-3581-3246 03-5511-8233
https://www.okinawakouko.go.jp/
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